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u)甲状腺分化癌に対する補助療法 と しての 畳語五五

療法の有用性
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1975-1992年まて,当院でIH犬腺 1こill療法を行-､た

症例は 152例である.投Ej一理由は過偏転移61例 (:lO.IOL,).

頚部睡魔残存16倒 し10.50(沃 補助崎法T5例 ト19∴iOol

である, 今回,こしT)補助墳法tl')樟 冊L̀を検討 した_.

補助療法LT.)対象甘 い 分化癌カHIl状腺捌 莫外に発育

しているもハ,21再発症例∴ 与)仝摘後 も血中 Tg高

値帆 ､しこtだ.これこ､,Lり症例に.川Ⅰ3_7GBq(10()mCil

を授与 した,

結果,11補助療法tr:施Jlihした75例【fJIO例 し13∴3001

に遠隔転移がみられ うち, 5例は ｡ceulもm釦astas皇S

であった.2)遠隔転移 していた且0例は食倒生存中であ

り,現在,担感状態のものは 3例にすぎなかった.3)

F円机崇分化癌LT_)いわゆる highriskLTr(1uPL')補助療法

施行例の5年生存率は87.3%,10年生存率は 80,6%と

よ▲∴ 非投与肝に比 し,有意に延命 した.

結論.tt】状腺分化癌の LIXtr;_1t恒･roidt･-ilt､XttlnSi(m t')

みられる highriskgroupには,術後,ま議l王をこよる補

助療法を行 うべきである.

12)術前甲状腺癌 と殿鑑別が困難であった輿所

性胸腺腫の 1例
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症例は62才身性書残9才略,果断性胸腺腫にて摘出術を

受けたが予今回同部をこ再び痩癖を認め当科を受診 した.

左前頚部には手術療病があ巧,その直上に母指頭太,弾

性硬の表面平滑な鷹癖を触知 した.CTおよび USで

甲状腺左薬の中部から下極をこ内部やや不均山で石灰化を

伴う魔轟を認め,正常甲状腺との境界が不明瞭であった.

パ球とわずかな上皮細胞を認めた.手術所見では慮癖は

甲状腺,周囲組織と疎に癒着 しているが容易に劉離され

摘出 した.甲状腺には腫癌を触知せず,転移を疑わせる

uソバ節を認めなかった.標本は大きさ 4,0x2.5x2.0

cm で視漠を有 し,淡黄色の比較的均一な割面であった.

術中迅速榎本で リンパ球様細胞の増殖を認軌 永久標本

をこより浸潤性胸腺腫と診断された,術後経過は順調で,

現在 CT,MRⅠ等にて経過観察中である.環都濃性感

藤の鑑別疾患として,まれではあるが重要と考え報告 し

上.

13き肺癌手術症例 におけ る病名告知
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がん患者に対する病名告知には穫々の問額が含まれて

いる.

当料ではÅ院時に患者本人ならびに家族を対象とした

病名告知に関するアンケ- ト調登を行い,その結果をも

とに病名を嘗壌ロしている.

昨年3月より開始L縮 ま20名の肺癌手術症例を対象と

したアンケ---卜によると,患者本丸が病名の告知を希望

しているのは82%,家族が本人へ碍告知を希望 している

L')｣[(:iO()OてLや-,!二.

当科では原則として鷹､著本人ならびに家族 も告知を希

望 している場合に病名を告知 している.

昨年末での告知率は33%であったが,今後は更に上界

すると考えられる.

i射 顎 ･口腔領域 におけ る藍複癌症例の臨床的

検討
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近年.臨昧 卜'､昭】程点ハ 1一･,に.【】肝癌治墳後.良好

な制御状態でありながら,他領域に発生 した後発痛の発

見が遅れ鹿轟死の転帰をたどる症例の増加がある.治療

後の経過観察において,いかに後発痛の早期発見を行 う

かが,予後を左右ずる園子の 且つとLて蚤要と考えられ

るようになりた.そこで奪回顎 8口腔領域における重複

癌患 翫 TYTに対し.lt(〕tI･(1叩eCti＼･仁一左検討を行し､LI陸癌

治療後の経過観察の在 り方を検討 した.顎 書口腔領域を

兜発癌 とする25例に対 し検討を加えたところ,経過観察

中に自覚症状の発現を契機として後発他簡域癌の発見が

なきれていたものが18例 (72.0%)で,Sta宮eEI,形

が66.7%と進行癌である傾向が伺われ 上部消化管と

M油量cem漬ezone内での発生が64.0%を占めた書顎 8

口腔寵域癌治療後の経過観察において長期にわたる高頻

度発生領域の定期的精査の必要性を再認識させられた.


